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新学習指導要領の全体像について

一橋大学大学院商学研究科教授　清水　啓典

１．はじめに

　10 年振りに高校商業科目の指導要領改訂が行わ
れた。本稿の目的はその狙いや指導上の留意点の解
説である。新指導要領に基づく新教科書が使われ始
めるのは平成 25 年度からであるが，その狙いや指
導上の留意点は現在でも直ちに学校の指導現場で応
用可能であり，教育現場での急激に変化する現実へ
の対応は早ければ早いほど望ましい。指導要領改訂
の趣旨を活かして，より一層効果的な「商業」教育
を行うための参考になり得るポイントを紹介してお
きたい。

２．新指導要領の目的

　世界が益々一体化し技術進歩は加速の一途をたど
り，変化に対応して新しい利潤機会に挑戦するベン
チャー・ビジネス発展の機会も増加している中で，

「商業」科目に熱意を持って取り組む多数の人材を
生み出す教育体制の確立は，日本の将来にとって最
も重要な国家的基盤であると言って良い。
　商業高校で学ぶ生徒に対する教育の中核と言うべ
き「商業」科目は履修する生徒にとって，自らの将
来を考える上で役立ち，面白く興味を持って取り組
む科目でなくてはならない。今回の改訂が目指すの
も，まず，履修する生徒がその内容に大きな興味と
関心を持ち，役に立つと感じ，また，将来ビジネス
分野での活躍に夢と誇りを持って取り組むことので
きる基礎となる内容を盛り込むことにある。
　一般に教育の基本は，生徒にその分野やテーマを
面白いと感じさせ，強い興味を持たせることに尽き
る。それさえ成功すれば，それからは自らが積極的
に取り組み，放っておいても自発的に学んで自ら成
長する。教室で授業時間内に教えられることは限ら
れるが，学んだ内容や技術がどれほど現実に役立ち，
面白くかつ貴重なものであるか，また，自分の一生
をかけて追求する価値があり，社会に大きく貢献し
自らの生活向上や夢を実現する道に繋がっているか，

という点を伝えることさえできれば，それだけで大
きな目的は達成されたと考えて良い。個々の授業内
容や知識は，商業のその面白さや重要さを伝えるた
めの手段と考えるべきものである。
　興味と誇りを持って学ぶ姿勢を生むためには，教
育内容を真に役立つ内容として，ある程度高度化し
たり幼稚なイラストを改めるなど，ゆとり教育の修
正も必要である。要は，生徒達に授業を通じて「目
から鱗が落ちる」と言う思いを何度経験させること
ができるか，と言い換えても良い。高校時代は人格
や人生観が形成される時期であり，この時期の強い
印象は一生を左右すると言って過言ではない。とり
わけ「ビジネス基礎」はそのような経験を与えるこ
とが目的である。
　今回の指導要領改訂のポイントは下記の３点にあ
る。第１は，商業を取り巻く環境変化を踏まえて，
今後の動向を見通した指導内容の刷新であり，具体
的には，経済のサービス化とグローバル化，及び情
報・通信技術（ICT）の急速な発展などへの対応で
ある。第２は，職業人としての倫理観や遵法精神な
どの育成の一環としての人格教育である。第３に，
全体を貫く柱としての目標は，ビジネスの諸活動を
主体的・合理的に行う実践力や地域産業の振興など，
起業家精神を身につけた人材の育成である。これら
の概念は商業の全教科に亘る改訂の基礎概念となっ
ているが，以下ではそれぞれの意図について解説を
加えておくこととしたい。

３．現代とはどのような時代か

　商業活動の目的は，限られた資源を有効に活用し
つつ，互いの生産活動や取引関係を通じてより豊か
で満ち足りた社会を作ることにあり，その成果は経
済成長として測ることが出来る。しかし，経済成長
とは，長い人類史の中で見ればごく最近の過去 250
年程度の間に起きてきた新しい現象である。それ以
前，世界の生産は人口増加に比例して伸びていたに
過ぎず，一人当たり所得は有史以来ほぼ一定に留ま
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っていた。経済成長，すなわち一人当たり所得増加
が始まったのは，18 世紀後半にイギリスで生じた
産業革命からである。このことから，経済成長の源
泉は技術進歩であることが分かる。第１次産業革命
は蒸気機関，蒸気船，蒸気機関車，紡織機等の発明
が牽引した。20 世紀初頭の第２次産業革命は，ラ
ジオ，電話，モーター，自動車，飛行機，公衆衛生，
などの発明が生まれた。それぞれの産業革命はそれ
らの技術が行き渡るまでに 50-60 年もの期間を要し，
世界経済を成長させてきたのである。
　日本は西欧諸国以外で初めて経済成長を達成し，
豊かになってきた国である。資源はなくとも，技術
や良好な取引環境さえあれば資源は購入できるし，
世界第２の巨大な GDP を持つ国となっている。生
徒達には，日本は世界的に見れば既に最も恵まれた
国の一つであり，諸外国から多数の労働者が憧れて
来日するほど豊かな可能性に満ちていることを，実
感させることが大切である。
　さらに産業革命という視点から見ると，現代は情
報・通信技術（ICT）やバイオテクノロジーなどの
新発明が起こって，今後半世紀にも及ぶであろう第
３次産業革命とも呼ぶべき繁栄の時代の初期段階に
あると言って良い。現代の高校生はこの人類史の中
でも稀な成長期に，日本という自由度の高い国でビ
ジネスに参加するという幸運に巡り合わせているの
である。これからの商業活動にどれほど大きな可能
性があるか，それを理解させ実感させることは商業
に関する興味を持つ発端となるであろう。新興諸国
の目覚ましい発展も ICT の発展が背景となって初
めて可能になった現象である。世界の経済成長をこ
のような観点から見て，今後に秘められた可能性や
身近に起こっている変化やビジネス・チャンスを生
徒同士で議論させることも有効であろう。　

４．ICT進展への対応

　このような時代認識を持てば，商業分野での活躍
を目指す高校生にとって ICT に対応できる能力を
備えることは不可欠である。ICT の発展がいかに
社会を変化させ，それへの対応能力がどれほど重要
かを知れば，今回の改訂で充実と刷新の図られてい
る，「情報処理」や「ビジネス情報」，「電子商取引」，

「プログラミング」，「ビジネス情報管理」，等に対す
る興味と関心を引き出す契機となるであろう。
　ICT は常にまた急速に進化し続けるため，最新

の動向のエッセンスをとらえた適切な指導が必要な
分野でもあるが，より重要なのは生徒達の自発的な
興味を引き出して基礎技術の習得を促し，自ら多様
な可能性に取り組む能力を育てることである。若い
世代は新しい技術に対応する極めて柔軟かつ高い能
力を備えている。そこから，最先端の技術進歩が生
まれる可能性さえある。だが，いかに可能性があろ
うとも，その基礎技術を持たないで成果を得ること
はあり得ない。とりわけ，「プログラミング」や

「情報処理」など，地道な基礎技術の習得こそ ICT
の発展を軸とする今後の経済成長の要であり，この
分野の学習こそが商業高校に特徴的で，普通高校で
は学ぶことの出来ない大きな利点であることをも認
識させて，誇りとやりがいを持たせることも大切で
ある。まさに，新しい世界における自らの可能性へ
のチャレンジの具体例として，この分野への生徒達
の関心を引き出すことが望まれる。

５．サービス経済化

　更に，第３次産業革命との関連で現在急速に進展
している大きな変化が，経済のサービス化である。
どこの国においても，経済が成長して所得が高くな
るほど GDP に占めるサービス産業の割合は上昇し，
反面製造業の比率は大きく低下する。日本でも既に
全く同一の現象が生じている。また，同じ製造業の
なかでも製品自体がサービスを組み込んだ形の製品
に変化している事例は限りなく存在するし，ネット
販売と宅配便の役割や，世界に分散するコール・セ
ンターの情報分析サービス，音楽や書籍の情報配信
サービスなど，ICT の発展に基づく最先端の市場
動向の紹介は，印刷媒体やテレビなど既存メディア
の存在自体を大きく変化させる影響を持つことに気
付かせ，現実世界の動きを理論的に整理しつつ自ら
の起業機会を探す経験として活用できるであろう。
　また，サービス産業は労働集約的で雇用吸収力の
高い産業であると共に，中小企業が中核をなしてい
る産業でもある。毎日の生活の上で，人々が最も頻
繁に接する企業は大企業ではなく，サービス業に属
する中小企業である。例えば，家の建築から家庭の
電気や水回りの修理，クリーニングや日々の買い物，
また食事や娯楽やタクシー乗車などに至るまで，生
活のあらゆる面のサービスは中小企業が担っている。
　つまり，サービス産業は新規参入が比較的容易な
産業でもあり，後に述べる，起業家育成の視点から
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も重要な分野である。また，経済全体から見ても，
サービス産業は労働集約的で雇用吸収力の高い産業
でもあり，豊富な労働機会を提供する重要な産業で
ある。
　更に，サービス経済化の視点は，「マーケティン
グ」，「商品開発」，「広告と販売促進」においても欠
かすことができない基礎である。サービス化と言う
概念がどれほど大きな広がりを持ってあらゆる分野
に浸透しているかを自ら見つけ出す作業をさせるこ
とも考えられて良い。高価格の商品は至れり尽くせ
りの多様なサービス付きで販売されていることが多
いが，これもサービスによる差別化を目指すサービ
ス経済化の一環である。ICT の発達によって，か
つては地域に限定されていたサービス産業の市場も，
やり方次第で世界中に広がり一挙に広大な市場が開
ける可能性すら考えられよう。このような日本経済
のサービス化の動きについて，広い視野から情報を
与えて理解を促し，「課題研究」や「総合実践」を
通じて，自ら考えさせ実践力を養うことは今回の改
訂におけるポイントの一つである。
　そこで重要な点は，教科書に出てくるどのような
概念にせよ，単に言葉としてのみ理解するのではな
く，それが現実にはどのような現象を意味するかを
真に納得させ，それぞれ雑多に見える現象を統一的
に理解する道具として役立っているかを実感させる
ことである。「サービス経済化」という言葉で表現
できる現象や事例は身の回りに無数にある。言い換
えれば，教科書の概念を，「アッ，このことを言っ
ているのか」というレベルで理解させることが大切
である。一度そのような経験をすれば，生徒達は理
論的概念を自ら使いこなす面白さを知ることになる。

「ビジネス基礎」ではとりわけそのような形で，そ
の後の他科目に対して一層の興味を引き出すことに
繋がる，理論的概念と現実の対応関係を実際の現象
に即して理解させる教育が重要である。

６．グローバル化

　また，もう一つの欠かすことのできない改訂の視
点がグローバル化である。これについてもやはり，
概念だけの理解では不十分である。大きくは，米国
の問題であった今回の金融危機が瞬く間に全世界に
波及し世界大不況に陥ったことや，身近な問題とし
ては，地元の多数の中小企業が海外に工場や拠点，
市場を持っていることを知り，身の回りにある海外

からの製品を列挙することなどを含めて，自分たち
がグローバル化の真中に居る認識を持たせることが
大切である。言い換えれば，グローバル化を単なる
概念，あるいは自分とは直接関わりのない事象とし
てではなく，自分も社会に出れば海外や外国人と一
緒に仕事をするのが当たり前の環境になっているこ
とを，自らの問題として実感させるレベルでの教育
が必要である。
　この点はとりわけ島国の日本は，諸外国に比べて
国民の意識レベルのグローバル化が遅れていると言
わざるを得ない。高校生世代から，外国人と日本人
の相違を意識しないほど国際化した意識を持たせる
ことは，将来を見据えた日本のグローバル化の基礎
でもある。その実感があれば，英語で意思疎通の出
来る能力の必要性やコミュニケーションへの学習意
欲も高まるはずである。
　グローバル化は，「ビジネス経済」，「ビジネス経
済応用」，「財務会計Ⅱ」でも中核概念であり，それ
ぞれに対応した充実が図られている。また，これに
直接関連して充実が行われている科目としては，

「ビジネス実務」がある。今日，英語教育の重要性
は改めて指摘するまでもない。しかし，英語を英語
として単独に教育していたのではいくら時間があっ
ても足りないはずである。単に形式的に挨拶用語を
覚えても実際の役に立つことは少ないし，生徒にと
って興味をそそられる分野でもない。通常の教育を
英語を交えながら進め，話すのを恥ずかしがる雰囲
気をいかに変化させ，慣れさせるかなど，教育現場
での工夫が望まれる点である。
　アジア諸国では多くの人々が必要に迫られて，片
言ながら日本より遙かに頻繁に英語で十分なコミュ
ニケーションを行っている。それよりも遙かに教育
水準の高い日本において，より効果的な英語による
コミュニケーション教育が出来ないはずはない。日
本では単に，英語を使わなくても済む環境があるに
過ぎない。語学教育は早ければ早いほど効果的であ
り，商業高校における教育に大きな期待が寄せられ
る分野である。
　グローバル化というと英語による外国人とのコミュ
ニケーションやつきあい方のマナーなどが往々にして
課題とされ易い。しかし，グローバル化とは単に英語
で話すことではない。グローバル化で最も重要な点
は，異文化を持つ外国人を真に理解しようとする姿
勢であり，相互の信頼の基礎となるのはやはり一人一
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人の人間性に他ならない。現行科目の「英語実務」
が「ビジネス実務」に統合されたのも，コミュニケー
ションは単なる表現の暗記ではないという考え方を反
映している。そこで，この点はもう一つのキーワード
である人格教育と重なってくる課題である。

７．人格教育

　ビジネスは人と人とが協力して行う共同作業であ
るから，それを担う人材の質がその成否を決定する
最も重要な要素であることは多言を要しない。日本
に最初に株式会社制度を導入して，日本初の近代的
銀行などを含む現在の日本の基幹をなす 500 社を設
立し，近代日本経済の礎を築いたとされる渋沢栄一
は，商業教育にも非常に熱心に貢献したことでもよ
く知られている。
　明治初期当時，江戸時代からの伝統で商人は士農
工商の最下位に位置づけられて社会的地位は低く，
商人とは物作りをしないため人を騙して利益を挙げ
るもので，それ自体では価値を生まない人々と考え
られ，宵越しの金は持たない，という風潮が支配し，
商人に学問は要らない，という認識が一般的であっ
た。このような時代に渋沢栄一は欧米留学の機会を
得て，西欧では高い見識や豊富な知識と実力を備え
た商人がジェントルマンと呼ばれて尊敬を集め，リ
ーダーとして社会を牽引する役割を果たしているこ
とを知って衝撃を受けた。彼は，日本でも西欧の商
人に匹敵する高い倫理観を持った立派な人材を育成
しなければ到底対等の商取引や日本の発展は望み得
ないと確信し，森有礼の設立した私塾として日本初
の商業教育を行っていた商法講習所を支援して，東
京高等商業学校から東京商科大学，さらに現在の一
橋大学に発展するために尽力し，日本の商業教育に
関してもその礎を築いた人物である。
　その渋沢栄一は「論語と算盤」，「士魂商才」を銘
として，商人には合理的な思考と共に高い倫理観や
社会に貢献しようとする使命感や矜持が不可欠であ
ることを説いている。新指導要領における改善事項
の一つである，「職業人としての倫理観や遵法精神
などの育成への対応」とは，まさにこの渋沢栄一の
言葉を言い換えたに他ならない。倫理観を忘れた利
益追求がいかなる結果をもたらすかは，昨今の世界
金融危機からも明らかであろう。
　このような商人の持つべき「高い志」は，純粋な
心を持つ若い時代に受けた薫陶から育まれるもので

あり，高校における商業教育の神髄であると言って
も過言ではない。商業こそが社会発展の原動力であ
り，自分たちがその担い手になるのだとの誇りと自
信と夢を持たせること。これが今回の指導要領の目
指すところである。
　単に言葉で「倫理観を持たせ，遵法精神を育成す
る」と言っても，教育現場での実践は容易ではない。
いかに企業の社会的貢献の重要性や企業の CSR の
実例を説いてみても，実感としての理解は得られに
くいであろう。それよりも，ビジネスの目的は自ら
の活動の成果が社会に評価され，その結果が利益と
して自分に返ってくる長い目で見た経済活動のメカ
ニズムを説き，過去の偉人達のエビソードを紹介し
て，たとえ短期的には目に見えないように思えても，
倫理観と遵法精神や，また自ら恥じることのない誇
りを持つことはビジネスの目的そのものである点を
理解させる方が早道である。最も重要な社会貢献と
は，自らの本業におけるよい製品やサービスの提供
を通じて，社会に貢献することに他ならない。自分
自身が他人の模範となるような人物となり，模範と
なるべき行動をすること，それ自体が「商業」に携
わる人材のあり方であることが納得できれば，商業
教育の大きな目的は達成されたことになる。
　また，人格教育はグローバル化の中での世界との
コミュニケーションに関しても中核となる。いかに
言葉が出来ようとも，志の異なる人とは真のコミュ
ニケーションを取ることは出来ない。逆に，片言の
英語であっても，自らの短期的利害だけにとらわれ
ず目指すところが共通の人とは，真の理解と協力関
係が成り立つであろう。もちろん，ICT で世界が
結ばれている今日，英語教育はどれほど強調しても
し過ぎることはないほどの重要性を持っている。だ
が，言葉は伝える内容があって初めて必要となる。
相手とコミュニケートすべき志の充実こそが協力関
係の基礎である。

８．起業家の育成

　以上述べてきた視点を貫く今回の改訂の中心的柱
は，起業家の育成という視点である。ICT，サービ
ス経済化，グローバル化，などの大きく急速な技術
進歩や環境変化は，新たな利潤機会を生む豊富なビ
ジネス・チャンスの存在を意味している。それに果
敢に挑戦する多数の起業家の存在こそが一国の経済
的発展を生み出す力である。現在の大企業も最初は
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一介の零細，中小企業に過ぎなかった。どれだけ多
くのベンチャー企業が排出する経済システムを作り
上げるかは大きな国家的課題である。
　日本の経済力の基礎は 150 万社に及ぶ中小企業の
質にあると言われ，地道な努力に支えられた高い技
術と理想を持った多数の中小企業の力にある。この
ような企業群を担う人材を輩出することこそ商業教
育の目的であると言っても良い。一人でも多くの商
業高校卒業生がそのような活力を持って起業家とな
るのが理想ではあるが，たとえ現実に起業家として
独立する所まで行かないにしても，それぞれが起業
家の視点を持ってビジネス・チャンスをうかがいつ
つ，企業内で活躍するだけでも企業の活性化には大
きな貢献が出来るはずである。
　今回の改訂では，「ビジネス基礎」及び，とりわ
け「ビジネス経済応用」において，起業に必要な基
本項目がまとめられ，「経済活動と法」においては，
起業して企業を運営する際に必要となる法知識を中
心としての改訂がなされている。また，起業家にと
っての必須知識である会計科目においても，「簿記」，

「財務会計Ⅰ」，「財務会計Ⅱ」，「原価計算」，「管理
会計」と，現行より詳細な科目構成となっている。
その反面，教えることの出来る内容は自ずから限ら
れているため，必ずしも盛り込む必要のない項目を
外すことも重要な点である。そのため，起業家育成
の観点からは直接に関係のない，例えば家族法など
の項目は含まれていないし，いわゆる CSR につい
ても強調されていない。
　自らが起業する可能性を考えながら学習すること
を通じて，より興味が湧き面白いと感じる授業が行
いやすくなる効果も期待できよう。他の全科目の履
修についても，自らの起業という視点からの実例を
取り上げるなど，とりわけ，「課題研究」や「総合
実践」においては起業家育成の視点からの実践を意
識して，このような改訂の意図を活かした教育現場
での指導が望まれるところである。

９．教育現場での工夫

　生徒達に授業内容が面白いと感じさせ，興味を引
き出すには，常に新しい内容を盛り込み，刺激を与
え続ける必要がある。改訂指導要領では，環境変化
に対応して，ICT，サービス経済化，グローバル化
の解説の必要性を指摘しているが，10 年に一度の
改訂では当然のことながら常に新しい情報を盛り込

む上で大きな限界がある。また，教科書に十分な内
容が全て盛り込めるわけではなく，それには不可欠
で最低限の要素が盛り込まれるに過ぎない。教育現
場においては改訂の趣旨を活かし，最先端の市場動
向について補足して説明をするなど，適切に新しい
多様な事例を紹介するなどの工夫によって，生徒た
ちの興味を引き出すことが不可欠である。
　生徒達はごく些細な言葉の問題で，理解できない
と言う印象を持ち興味を失うケースもある。例えば，

「付加価値」の集計が GDP であると言っても理解
しにくい場合は，「付加価値」とは「粗利益」のこ
とであり，それを集めたものが国民所得である，と
言い換えるだけで分かり易くなるであろう。また，
経済的価値の源泉としての「稀少性」も，人が生存
するために不可欠な水の価格と，なくても生活には
困らないダイアモンドの価格の比較を考えさせれば
親しみやすい概念となる。
　とは言え，日々の教育実務に忙殺されている教員
の一人一人が，自ら最先端の情報を集めて教えたり，
分かりやすく教える際のヒントを考えることには限
界もあろう。その面での有用な情報提供は，出版社
サイドから提供される指導上の解説書が担うシステ
ムが望ましい。現場で日々努力を重ねている全国の
商業科目の担当教員から，それぞれが努力して蓄積
した教育上の工夫や要望などを集約して，より洗練
され標準化された解説書が利用可能になれば，大き
な教育効果が期待できるであろう。その際には，直
ぐに陳腐化する活字情報ではなく，コスト面の考慮
からもインターネットを通じた情報提供など ICT
の積極的な利用が考えられて良い。
　学習指導要領の改訂は，単に文科省からの通達と
新たな教科書の発行で済む問題ではなく，教育現場
でその趣旨を活かした教育指導が行われて初めて意
味のある事柄である。しかし，改訂の趣旨は教科書
の改訂だけで現場の教員に伝えられるものでもない
し，それを現実の教育現場で有効に生徒達に指導す
ることはさらに困難な仕事である。だが，急速に変
化する経済環境に対応した教育内容の改善は，「商
業」科目においてはとりわけ重要である。そのため
には，監督官庁，出版社，現場の教職員など，関係
者全員が一体となった日々の努力積み重ねや新たな
発想が不可欠である。そのような方向で高校におけ
る「商業」教育が真に充実して，日本経済が一層活
力あるものになることを期待したい。　
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